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株式会社 堀場製作所 
2026年8月18日 

 

2026年12月期 第２四半期（中間期）決算説明会 及び 

中長期経営計画「MLMAP2028」Update 説明会における主な質疑応答内容 

（2026年8月10日開催 於：東京―オンライン同時配信―） 

 

 

＜全体＞ 

Ｑ：構造改革について、昨年秋の発表内容からの追加点は何か。特に水素事業などは、さらに踏

み込んだ施策も検討しているのか。 

Ａ：基本的にはこれまで実施してきた人員の適正化や拠点整備等を進めるが、開示している内容

以外にも、現在さらなる改革を検討中であり、開示可能となれば適宜説明する。 

 

Ｑ：HORIBA Premium Valueは以前から運用されているが、今までとの変化はどのような点か。

また、事業別のHORIBA Premium Valueを開示する考えはないのか。 

Ａ：HORIBA Premium Valueは、営業利益から資本コストを差し引いたもので、ROICに近い考

え方である。資本コストは、投下資本に対して当社なりのWACC相当の数値を掛けて算定して

いる。現時点で事業別のHORIBA Premium Valueを開示する予定はなく、運用の基本はこれま

でと大きく変わらない。本指標の活用により改革が必要な事業は改革を断行しており、今後も成

長性やグローバルの市場動向を踏まえて迅速に判断し、改革を進めていく。 

 

Ｑ：新規ビジネスの売上高について、2025年と2028年の利益イメージはどのようなものか。 

Ａ：半導体は、新規事業であっても一定の規模、ブランド力、シェアがあり、利益を確保できて

いる。一方、エネルギーとライフサイエンスについては、今後の成長に向けた先行投資の要素が

大きく、2028年時点ではまだ利益確保には至らないと考えている。 

 

Ｑ：特別配当は過去３年継続しているが、今年はさらに記念配当が加わっている。来年からは配

当性向40%が目安ということになると、記念配当や特別配当がない場合、今年から大きく減るよ

うに見えてしまうが、予見可能性はどう考えたらよいか。 

Ａ：2027年以降の配当方針を40％に変更している。基本の考え方として、創出利益はしっかり

還元していくというもの。業績は最高益更新を続けているなか、株主の皆様への還元強化という

考え方で特別配当を実施しており、過去には自社株買いも行っている。還元方針については、以

前よりアクセルを踏み込んでいるとご理解いただきたい。業績、今後の投資、キャッシュバラン

ス、株価、市況などを見極め、株主還元を実施する。 
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＜先端材料・半導体フィールド＞ 

Ｑ：第２四半期の半導体の利益率が非常に高かった要因は何か。また、下期の利益率が低くなる

要因はあるか。 

Ａ：まず、第１四半期は福知山工場の投資先行費用などが発生した影響もあり利益率が低かった。

第２四半期はその負担がやや軽減されたことや、売上高が増加し、さらに為替が円安傾向だった

こともあり、利益率が高まった。今期の見通しに関しては、想定為替レートを年間で1ドル=155

円設定としていることために、利益率が少し低く見える影響がある。 

 

Ｑ：新規ビジネスにおける半導体関連の売上高については、具体的にどのような製品の成長を期

待しているのか。ビジビリティは高いのか。 

Ａ：マスフローコントローラー以外の領域を想定しており、光学技術を活用したウエハ検査の分

野や、半導体工場の排ガス分析などガス・水質計測分野での成長を期待している。 

 

Ｑ：MLMAP2028 Updateにおいては、半導体の収益性向上が限定的に見える。新規ビジネスで

も一定の利益は見込めるうえ、主力のマスフローコントローラーが全体売上を牽引していくな

かで、収益性はもっと高まるのではないか。 

Ａ：マスフローコントローラーの販売数量は、2028年にかけてさらに増加していくことを期待

している。一方で、供給力の強化のための工場への投資、自動化への投資、人財への投資、など

も継続して進めていく必要があり、コスト増要因もある。また、新規ビジネスではマスフローコ

ントローラーと同様の利益率を確保することは現時点では難しい。開発投資や人財リソースの

さらなる拡充が必要となる点も含めて、設定した目標数値の必達を狙う。 

 

Ｑ：2026年の業績について、半導体製造装置メーカーがマスフローコントローラーの在庫を実

需以上に積み増すような、過剰在庫の発生は想定されるか。 

Ａ：お客様側での在庫量を当社として定量的に判断することは難しいが、現時点では、在庫が過

剰となる想定はしていない。実需に基づいた受発注が実施され、HORIBAとしてはその需要に応

えている。 

 

Ｑ：株式市場においても半導体製造装置の値上げ加速が意識されている。キーコンポーネントで

あるマスフローコントローラーを供給するHORIBAとして、価格戦略、特に値上げをどう考えて

いるか。 

Ａ：価格については、新製品投入時やコスト上昇局面において常に見直しを行っている。お客様

との折衝を着実に実施し、価格引き上げ努力を継続する。 
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Ｑ：京都福知山工場の供給力について、WFE（半導体前工程製造装置）の需要見通しが上振れた

場合、どこまで対応できるのか。 

Ａ：需要拡大期に工場が完成したことは非常にポジティブだと考えている。ただし、現時点では

福知山工場内での生産量は限定的であり、需要に対して十分な供給力は整っていない。早急に生

産設備の投資を進める。また、マレーシア工場も今年1月から稼働しており、海外拠点も活用し

対応体制を充実させる。 

 

＜エネルギー・環境フィールド＞ 

Ｑ：水素関連事業について、水素・エネルギー事業やその計測を本業とする企業をオーナーとし

た方が、より自由に強みを発揮しながら事業展開できる可能性はないのか。各事業において

HORIBAがベストオーナーかどうかという議論はしているのか。 

Ａ：常に議論は継続している。例えばモビリティでは幅広いソリューションを持っており、その

一環として、水素発生装置を計測する技術を当社のポートフォリオに統合していきたいと考え

ている。HORIBAは排ガス分析を中心に「車をどう作るか」を理解していることが、お客様から

の信頼にもつながっている。水素発生技術については、HORIBAの事業ポートフォリオを構成す

る技術の一部として位置づけており、今後も成長させたいと考えている。 

 

Ｑ：データセンター向け非常用エンジンの需要が高まっている。一般産業用エンジン向けでの投

資活性化の可能性については、現状ではまだ規模の想定が難しいが、今後の拡大想定と、2028年

目標への折り込み度合いはどのようなものか。規制面での動きも出てくるのか。 

Ａ：AI 需要によるデータセンターの拡大はエネルギー・環境フィールドにとって追い風だと考

えている。データセンター向け非常用電源の駆動は大型ディーゼルエンジンが中心で、当社のエ

ンジン開発支援や排ガス試験、ガス計測の重要性が高まっている。今後は排ガス規制も厳しくな

る可能性があり、エンジンを最適に制御するための計測ニーズはさらに強まると見ている。 

 

＜バイオ・ヘルスケアフィールド＞ 

Ｑ：2028年にライフサイエンス関連の売上高がかなり増える予想だが、具体的にはどのような

製品が増えていくのか。ビジビリティは高いのか。 

Ａ：特に近年増加している抗体医薬品や遺伝子治療薬において、新たな計測ニーズが生じている

ため、その分野での事業拡大を見込んでいる。 

以上 

 


